【声明】
憲法の諸原則と民主主義に反する「秘密保護法」採決強行に抗議し、廃案を求めます

2013年11月27日
憲法改悪阻止各界連絡会議（憲法会議）
〒101-0051千代田区神田神保町2-10　神保町マンション202
℡03-3261-9007　fax03-3261-5453
１．憲法の諸原則に反する内容、議会制民主主義を無視する安倍政権の意図そのままに、衆議院特別委員会と本会議での11月26日の「特定秘密保護法」の強行採決に、満腔の怒りと必ず廃案に追い込む決意を表明します。
２．短期間の審議の中でも、私たちが警告してきたように、「特定秘密」の指定が無限定に拡大されること、国民には何が秘密かも秘密にされること、一般国民が監視と処罰の対象にされること、国権の最高機関としての国会の地位を否定するものであることなどなどが明らかになりました。これらは暴走を続ける安倍政権が次にねらっている「国家安全保障基本法」と結びつき、アメリカといっしょになって海外で武力行使をする集団的自衛権の行使を可能にし、日本を「戦争する国」に変えるものであることがますます鮮明になりました。
　憲法の原則である国民主権、平和主義、基本的人権を根本から破壊する悪法にほかなりません。

３．世論調査で7～8割が「慎重審議」を求め、国民各層・分野からの「反対」「懸念」の表明が相次ぎ、自民党の中からも異論がだされています。11月21日の日比谷野外音楽堂と国会には市民1万人以上がつめかけ、反対の声をあげるなど、運動と「反対」「慎重に」の世論は極めて早い速度と規模でひろがっています。25日の福島市での地方公聴会では、7人の公述人全員が「反対」「異議」「懸念」を表明する異例の事態となりました。石原慎太郎氏をして「安保のような状況」と言わしめています。
　にもかかわらず、与党とみんなの党が強行採決に及んだことは、国民の声に完全に背く、力づくの蛮行として絶対に許せません。
４．秘密保護法反対のたたかいは参議院に移ります。

憲法会議は、国民的な共同の運動と世論をさらにひろげ、安倍政権と国会を包囲し、廃案に追い込み、この法案の企図そのものを断念させるために全力をあげます。
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